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１ 社会資本整備総合交付金について
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社会資本整備総合交付金
社会資本総合整備計画

関連する事業

効果を促進するための事業

国へ提出

事業の実施

事後評価の実施

道路事業

市街地整備事業

下水道事業

公園事業

基
幹
事
業

都市再生整備計画事業

イ
ン
フ
ラ
の
整
備
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２ 藤沢都市計画事業北部第二（三地区）
土地区画整理事業の概要について
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海老名市

大和市

綾瀬市

湘南台駅

藤沢駅

7.5km

鎌倉市

茅ヶ崎市

横浜市

北部第二（三地区）

藤沢市域図
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6

湘南台駅いすゞ自動車（株）
藤沢工場

北部工業団地



凡例

北部第二（二地区）

北部第二（三地区）

北部第二（一地区）

北部第一地区

海老名市 大和市

綾瀬市

7.5km

茅ヶ崎市

横浜市

北部第一地区

北部第二（二地区）

北部第二（一地区）

北部第二（三地区）

藤沢市域図
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湘南台駅

北部工業団地



北部第二（三地区）

秋葉台公園
7.5ｈａ

北部第二（三地区）（２７５．２ｈａ）

石川下土棚線
W=18～25ｍ

藤沢厚木線
W=25～36ｍ

横浜伊勢原線
W=18～25ｍ

土棚石川線

W=16ｍ

いすゞ自動車（株）
藤沢工場

施行区域

供用開始
未整備

高倉遠藤線
W＝25ｍ

8

幅員約２ｍ
幅員約４ｍ



着手前
全景写真
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撮影:平成元年度



【土地区画整理事業の内容】

・地区面積 ２７５ｈａ（内いすゞ自動車（株）約１１３ha）
・総事業費 ７７８億円
・施行期間 平成３年度～令和１７年度
・道路整備延⾧ ４５，０２６ｍ
・造成面積 ７００，８２７㎡
・移転戸数 ９４２戸
・権利者数 １６４９名（令和４年７月）

【事業設計にあたって配慮した点】

・産業と住宅が共存できる土地利用を実現する。
・都市計画道路５路線を基本的骨格をなす幹線道路とし、道路の段階

的構成を考慮のうえ区画道路を配置する。また、歩行者専用道路
を効率的に配置し、地区内における安全で快適なネットワークを
形成する。

・公園については、都市計画公園である秋葉台公園をはじめとして、
適正な配置を計画とする。

・緑地については、地区内の良好な斜面緑地を保存するように計画し、
公園とともに緑のネットワークを形成する。
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公園・緑地
・歩行者専用道路

箇所図
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一色緑地

秋葉台公園

湘南の丘自転車
歩行者専用道路

湘南の丘公園



区 分 事 業 費

基本事業費

土地区画整理事業費補助 2,099

地方道路整備臨時交付金 14,020

住宅市街地基盤整備事業費補助 3,000

計 19,119

都市再生区画整理補助・まちづくり交付金 15,512

計 34,631

保 留 地 処 分 金 9,143

市 単 独 費 27,678

公共施設管理者負担金 6,348

合 計 77,800

（単位：百万円）
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資金計画（財源内訳）



事 項 事 業 費

公共施設整備費 11,329

移転移設補償費 40,787

宅地整地費 6,113

上下水道 2,851

その他工事費 1,929

調査設計費 7,068

借入金利子 398

事 務 費 7,325

合 計 77,800

建物1,687戸のうち、
942戸が移転対象
（移転率56％）

（単位：百万円）
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資金計画（支出内訳）



段階的整備
都市計画道路
横浜伊勢原線

都市計画道路
高倉遠藤線

都市計画道路
石川下土棚線

都市計画道路
土棚石川線

都市計画道路
藤沢厚木線

14



３ 事後評価について
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（１）事後評価の評価事項

「社会資本整備総合交付金に係る計画等について
（令和３年３月３０日改正）」より

第３ 社会資本総合整備計画の評価について

４ 中間評価及び事後評価は次に掲げる事項について行うものとする。

一 社会資本整備総合交付金を充てた要素事業の進捗状況

二 事業効果の発現状況

三 事後評価にあっては評価指標の最終目標値の実現状況

四 今後の方針
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国に提出する事後評価シート様式
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国に提出する事後評価シート様式
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計画の目標
・本地区は、昭和３５年のいすず自動車藤沢工場の進出を契
機として市街化が進行してきた地区であり、都市基盤整備が
不十分なまま、既存の農家を中心とした住居系と自動車関連
企業を中心とした工業系の住工混在が進行している。
・本事業は、土地区画整理事業により、無秩序な市街化を防
止し、区画道路及び宅地造成等の都市基盤整備による豊かな
住環境を有する市街地の造成を行い、防災・交通機能・工場
の操業環境・居住環境が改善した「安全で安心して暮らせる
まち」の形成を目的とする。
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今回の計画期間
平成２８年度から令和２年度（５箇年）

計画期間内における全体事業費
（当初）２，８９３百万円 （最終）４，３２５百万円

（２）北部第二（三地区）土地区画整理事業
（安全で安心して暮らせる

市街地を形成する都市基盤整備）



計画の成果目標
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北部第二（三地区）土地区画整理事業施行地区内における、計画
期間内の使用又は収益が開始することができる面積に対し、３０%
の宅地について、未利用地から住宅の建設等、土地利用転換が図ら
れること。

※未利用地の範囲は、田・畑・山林・耕作放棄地・空き地（未建
築宅地・駐車場等）を合わせた土地のうち生産緑地を除いたもの。



・使用収益開始面積の目標値は、本事業の過去の実績をもとに１年
間で２ha、５年間で１０haとする。
・土地利用転換面積の目標値は、北部地域の過去の土地区画整理事
業の実績をもとに１年間で６，０００㎡、５年間で３haとする。
・計画期間における土地利用転換率は、

土地利用転換が図られる面積
÷ 計画期間内の使用収益開始面積×１００

＝３ha÷１０ha×１００=３０％

以上から、計画期間内での土地利用転換率の目標値を３０％とする。
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計画の成果目標
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未利用地 未利用地のまま

従 前 地 使用収益開始後

未利用地
↓
宅地

未利
用地
等

保
留
地

60％ 30％ 10％

使用収益開始面積割合

宅地へ転換

Ａ

未利用地

生産緑地

生産緑地
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要素事業の進捗状況（Ｈ２８～Ｒ２）
（基幹事業）

要素事業
番号 要素となる事業名 事業内容 全体事業費

（計画値）
全体事業費
（実績値） 総事業費 進捗

状況

A13-001
北部第二（三地
区）土地区画整理
事業

区画整理
A=275.2ha

4,325
（15,512）

4,325
（10,500）

47,243
(77,800)
60.8%

事業中

（単位:百万円）

Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ 全体事業費

537
（1,927）

882
（3,407）

989
（2,632）

1,014
（2,449）

903
（2,228）

4,325
（12,643）

（単位:百万円）
年度別事業費
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５箇年事業内容
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街路築造工事 造成工事 移転補償
Ｈ２８ 480ｍ 5,676㎡ 5戸
Ｈ２９ 1,390ｍ 2,097㎡ 1戸
Ｈ３０ 1,377ｍ ㎡ 29戸
Ｒ １ 1,456ｍ 2,616㎡ 14戸
Ｒ ２ 926ｍ 1,997㎡ 17戸
計 5,629ｍ 12,386㎡ 66戸



Ｅ８－７号線外汚水・雨水管渠及び区画街路築造外工事

工事内容
・道路築造延⾧ L=４８４．２ｍ
・道路幅員 L=６ｍ・８ｍ
・敷地造成 A=２，１０７㎡
・管渠築造（汚水） L`=２８３．９ｍ
・管渠築造（雨水） L`=２４７．１ｍ
・工 期 令和元年９月２０日～令和２年３月２７日
・工事金額 ９４，１００，６００円

内 訳 都市再生区画整理事業費 ４８，０８１，０００円
道 路 事 業 費 ２，９２６，０００円
下 水 道 事 業 費 ３４，２５４，０００円
市 単 独 費 ８，８３９，６００円
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位置図 現地写真位置図
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現地写真
①

施工前 施工後 現 在

②
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計画期間における成果
・土地利用転換面積の算出について

計画期間内に、使用収益が開始された未利用地に宅地が建築さ
れ、土地利用転換が図られた面積について、平成２８年から５年
間の実績値を算出すると、表のとおりとなる。

表 土地利用転換が図られた宅地面積

年 度 使用収益開始面積 土地利用転換面積
（７６申請面積） 転換率

Ｈ２８ 26,537㎡ 10,455㎡ 39.39％
H２９ 20,224㎡ 9,890㎡ 48.90％
H３０ 18,965㎡ 5,162㎡ 27.22％
R１ 35,629㎡ 6,630㎡ 18.61％
R２ 30,916㎡ 6,684㎡ 21.62％

計
計画 100,000㎡ 30,000㎡ 30.00％
実績 132,271㎡ 38,821㎡ 29.35％

5箇年平均
計画 20,000㎡ 6,000㎡ 30.00％
実績 26,454㎡ 7,764㎡ 29.35％
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・宅地の造成が完了したことにより、権利者から建物等を建築する
申請（土地区画整理法第７６条の申請）戸建て住宅１１４件、店舗
９件、工場７件、共同住宅２４件、事務所や倉庫２４件、福祉施設
７件、動物病院２件、計１８７件の土地利用が促進された。

・保留地の造成も進んだ結果、６億１,１４０万円の計画に対し、
７億２６０万円の処分金収入があり、円滑な事業進捗に寄与した。

事業の発現効果
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242,804 223,146 

62,336 
57,135 

537,991 595,886 

101,702 
114,279 
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H28 R2

固定資産税・都市計画税比較グラフ

固定資産税（従前地） 都市計画税（従前地） 固定資産税（仮換地） 都市計画税（仮換地）

990,446

（千円）

約45,000千円
増加

944,833

（土地）



事後評価の評価事項 （案）
事業の発現効果
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事後評価の評価事項
（案）
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（３）今後の方針等に関すること
・平成２８年度からの５箇年の整備計画どおりに事業を推進できた。

・事業の評価方法の一つである費用便益分析評価（B/C）を令和４年
９月に算出しており、分析の結果としては、

B/C＝便益／費用＝１．４４
（※B便益:事業の有無での地代の差に事業費進捗割合・係数を乗じて算出）

と算出されており、事業の効果が表れている。

・安全で快適なまちづくりを推進するため、産業と住宅が共存できる
土地利用を誘導し、都市基盤整備による健全な市街地整備を目的とし
て令和１７年度までの事業完了を目指し継続して取り組む。
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